
 

施策目標１３－１－１ 
 

平成２５年度実施施策に係る事後評価書 

 （文部科学省 25-13-1） 

施策名 国際交流の推進 

施策の概要 
諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成する

とともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が国と諸外国との相互理解と

友好親善に資する。 
 

達成目標１ 高等教育段階の国際交流等を拡大する。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 25 年度 
達成 24 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 32 年度 

① 外国人留学生数
（人） 

(24 年度) 
137,756 132,720 141,774 138,075 137,756 135,519 300,000 

― 
年度ごとの目標値  － － － － －  

② 日本人学生等の
海 外 留 学 生 数
（人） 

(22 年度) 
58,060 59,923 58,060 57,501 － － 120,000 

― 
年度ごとの目標値  － － － － －  

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値  
25 年度 
達成 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

③ 海外留学支援制
度受入れ数（短期
受入れ）（人） 

－ － 2,332 6,870 7,740 （集計中） 対前年比増 達成 
・ 

未達成 
年度ごとの目標値  － － － － －  

④ 海外留学支援制
度派遣者数（長期
派遣・短期派遣）
（人） 

－ 1,321 1,269 16,149 8,740 （集計中） 対前年比増 達成 
・ 

未達成 
年度ごとの目標値  － － － － －  

【目標・指標の設定根拠等】 
○外国人留学生の受入れ 
 大学等の在籍者（約 300 万人）に占める留学生の割合を非英語圏先進国並であるドイツ、フラン

ス並（10％）の割合を目指すため、外国人留学生数について 30 万人を目標として設定。 
 
○日本人学生等の海外留学 
 18 歳頃から 20 歳代前半程度までに在外経験等がある学生等を増加させるため、18 歳人口（約 120
万人）の 10％を海外留学させることを目指し、日本人学生等の海外留学について 12 万人を目標とし

て設定。 
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【施策・指標に関するグラフ・図等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）受入れ：日本学生支援機構調べ（各年 5月 1日現在） 

派 遣：OECD「Education at a Glance」、IIE「Open Doors」、ユネスコ文化統計年鑑等 

 
 

達成目標２ 初等中等教育段階の国際交流等を拡大する。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 25 年度 
達成 23 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 32 年度 

① 外国の高等学校
等に留学した日
本 の 高 校 生 数
（人） 

3,257 － － 3,257 － 26 年度調
査中 

①と②を
併 せ て ６
万人 ― 

年度ごとの目標値  － － 対前回調
査比増 － －  

② 外国へ研修旅行
した日本の高校
生数（人） 

29,953 － － 29,953 － 26 年度調
査中 

①と②を
併 せ て ６
万人 ― 

年度ごとの目標値  － － 対前回調
査比増 － －  

（参考①）日本の高等
学校等が受け入れ
た外国人留学生数
（人） 

1,283 － － 1,283 － 26 年度調
査中 

対前回調

査比増 
― 

年度ごとの目標値  － － 対前回調
査比増 － －  

（参考②）日本の高等
学校等が受け入れ
た外国からの研修
旅行生数（人） 

3,152 － － 3,152 － 26 年度調
査中 

対前回調
査比増 

― 

年度ごとの目標値  － － 対前回調
査比増 － －  

③  日本における国
際バカロレア（DP）
認定校等の合計数
（校）  

（平成 25
年度） 

16(※1) 
12(※2) 13(※2) 14(※2) 16(※2) 29 

（平成 30
年度） 
200 ― 

年度ごとの目標値  － － － － －  
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活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値  
25 年度 
達成 24 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 年度 

④ 「高校生の留学促
進」事業により、留
学支援金の支給を
受けて留学した生
徒の数（人） 

251 373 54 50 251 281 
（平成 26
年度） 
対前回調
査比増 

達成 
・ 

未達成 
年度ごとの目標値  － － － － －  

⑤ 「外国人高校生の
短期招致」事業によ
って招致された外
国人高校生の数 

115 200 93 91 115 115 
（平成 26
年度） 
対前回調

査比増 
達成 
・ 

未達成 
年度ごとの目標値  － － － － －  

⑥  国際バカロレ
ア・日本語ＤＰの開
発 

－ － － － － 

文部科学
省から国
際バカロ
レア機構
に対し必
要な経費
を拠出
し、日本
語ＤＰの
指導や評
価に必要
な文書の
翻訳等に
着手し
た。 

日本語Ｄ
Ｐによる
国際バカ
ロレア認
定校の認
定スケジ
ュールに
合わせ、
遅くとも
平成 28
年４月よ
り日本語
ＤＰ課程
を開始

し、平成
29 年 11
月に日本
語による
国際バカ
ロレア試
験を実施
する。 

― 

年度ごとの目標値  － － － － －  
 

(※1) 「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」が閣議決定された時点（平成 25 年 6 月）の認定校数。 

(※2) 「日本における国際バカロレア認定校等数」の実績値は、平成 24 年度までは認定校の数、平成 25 年度

は認定校及び候補校の数。 

 

【目標・指標の設定根拠等】 
○グローバル化が加速する中で、日本人としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解

を前提として、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身

に付けて様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成が必要であり、高校生の留学者数を 2020 年

までに倍増（３万人→６万人）することが目標となっている。 

○国際バカロレア（ＩＢ）は豊かなコミュニケーション能力、異文化への理解、課題発見・解決能

力等グローバル化に対応したスキルを身に付けさせることを重視しており、我が国において、世界で

活躍できるグローバルリーダーやグローバルな視点をもって地域社会の活性化を担う人材を育成す

る上で有益なプログラムである。特に、ディプロマプログラム（ＤＰ）においては、国際的に認めら

れた大学入学資格（ＩＢ資格）が取得可能であり、ＩＢの導入は、生徒の国内のみならず海外大学へ

の進路の拡大に資するほか、その特徴的な手法やカリキュラムは、我が国の初等中等教育改革に与え

る波及効果等も期待される。こうした観点から、我が国の各地域において、ＩＢの導入による国際的
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１　生徒の留学（３か月以上）　行き先別生徒数の推移

　　　　　　　　※昭和61～63年及び平成4～14年は私立及び公立のみ調査対象としている。

昭和61年 昭和63年 平成2年 平成4年 平成6年 平成8年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成23年

アメリカ 2,588 3,256 3,161 2,939 2,346 2,328 2,043 2,032 1,727 1,727 1,524 1,158 1,046
ニュージーランド 53 68 173 206 261 424 446 508 544 646 563 582 654

カナダ 75 322 335 391 346 424 408 519 635 586 619 463 495
オーストラリア 253 325 387 468 529 621 565 598 592 741 600 438 386

イギリス 63 123 187 213 220 247 248 257 211 243 187 147 144

その他 133 189 240 270 296 437 476 444 451 498 461 420 532

計 3,165 4,283 4,483 4,487 3,998 4,481 4,186 4,358 4,160 4,441 3,954 3,208 3,257

２　生徒の外国への研修旅行（3か月未満）　行き先別生徒数の推移

　　　　　　　　※昭和61年は調査を実施していない。平成4～14年は私立及び公立のみ調査対象としている。

昭和63年 平成2年 平成4年 平成6年 平成8年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成23年

オーストラリア 1,500 3,590 4,624 6,767 8,290 10,164 11,188 10,319 11,220 10,261 8,887 8,380

アメリカ 10,639 15,346 14,428 11,842 11,261 10,103 10,461 7,078 6,575 5,648 5,400 6,111

イギリス 1,166 2,147 2,144 3,129 3,443 4,254 5,149 3,293 4,220 3,388 2,809 3,277

カナダ 1,622 3,478 3,154 3,142 3,415 3,660 4,355 3,464 3,874 3,572 2,896 3,157

ニュージーランド 678 1,877 2,352 3,898 3,918 3,535 3,095 4,112 3,797 3,318 2,838 2,059

その他 2,108 4,846 4,986 3,687 3,783 5,710 5,062 4,974 5,199 4,569 4,304 6,969

計 17,713 31,284 31,688 32,465 34,110 37,426 39,310 33,240 34,885 30,756 27,134 29,953

日本人高校生の海外への派遣
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な教育環境づくりを図っていくことが有効であり、各学校や教育委員会における認定手続等に要する

期間等も考慮しつつ、今後５年程度（２０１８年まで）で国際バカロレア認定校等を２００校に増加

させることが目標となっている。 
 

【施策・指標に関するグラフ・図等】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な達成手段 
（事業・税制措置・諸会議等） 

（単位：百万円） 
名 称 

（開始年度） 
予算額計(執行額) 当初 

予算額 概  要 関連す

る指標 
行政事業 
レビュー 
シート番号

担当課 
２３年度 ２４年度 ２５年度 26 年度 

留学生の受入

れ・派遣体制の

改善充実等 

（平成 13 年度） 

25 
(19) 

23 
(16) 

21 
(20) 20 

以下の行政事務を実施する。 
・国費外国人留学生の募集受

入れ 
・留学生政策の推進（留学生

政策についての調査研究
等） 

・外国政府奨学金留学生の選
考 

・その他、留学生の受入れ・

派遣体制の改善充実等に

資する一般行政事務 

達成
目標 1 

0423 
高等教育
局学生・
留学生課 

国費外国人留学

生制度 

（昭和 29 年度） 

19,729 
(18,877) 

17,790 
(16,904) 

18,742 
(16,475) 18,747 

関係省庁と連携し、諸外国

の優秀な人材を国費外国人

留学生として受入れ、高度人

材の養成を行い、我が国のグ

ローバル化、諸外国との相互

理解の増進と人的ネットワ

ークの形成、我が国の大学等

達成
目標 1 

0424 
高等教育
局学生・
留学生課 
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の教育力・研究力の強化及び

国際的知的貢献を図る。本事

業では、国費外国人留学生に

対し奨学金等を給付すると

ともに公私立学校に在学す

る者について授業料等を支

出する。 

外国政府派遣留

学生の予備教育

等留学生受入れ

促進事業 

（昭和 54 年度） 

117 
(92) 

90 
(73) 

83 
(75) 84 

① 中国政府派遣留学生 
日中間の教育交流計画に基
づき、中国人留学生を我が国
の大学院へ受け入れている。
文部科学省ではこれらの留
学生の受入れに当たり、現地
で行う日本語の予備教育の
ための教員派遣等の協力を
行っている。 
② マレーシア政府派遣留学
生 
マレーシア政府の国策であ
る東方政策に基づき、マレー
シア政府派遣留学生を我が
国の大学学部及び高等専門
学校へ受け入れている。文部
科学省ではこれらの留学生
の受入れに当たり、現地で行
う教科教育のための高等学
校教諭の派遣（学部のみ）、
選考試験実施等の協力を行
っている。 
③ 準備教育課程推進経費 

文部科学省が設置する「大

学入学のための準備教育課

程の指定等に関する調査会

議」において、準備教育課程

を開設する教育機関の指定

等のための調査等を行って

いる。 

④UMAP（University Mobility 

in Asia and the Pacific：

アジア太平洋大学交流機構） 

 UMAP におけるアジア太平

洋地域内の高等教育機関間

の協力を推進するとともに、

学生等の交流を増やし、高等

教育の質を高めることによ

って域内諸国・諸地域の文

化・経済・社会制度の理解を

深めるため、学生交流の阻害

要因となっている単位互換

問題を解決するための「UMAP

単位互換方式(UCTS（UMAP 

Credit Transfer Scheme））」

の開発の実施を行う。 

達成
目標 1 

0426 
高等教育
局学生・
留学生課 

交流協会 

（昭和 47 年度） 

606 
(606) 

596 
(596) 

619 
(619) 638 

日本の大学で研究指導を

受けている若しくは受けよ

うとする台湾からの長期留

学生（大学院レベル及び学部

レベル）、及び、留学期間が

３月以上１年未満の短期留

学生に対し、交流協会を通じ

て奨学金等の援助を実施す

達成
目標 1 

0427 
高等教育
局学生・
留学生課 
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る。（定額補助） 

留学生交流拠点

整備事業 

（平成 24 年度） 

－ 51 
(35) 

51 
(48) 50 

○ 大学等が、自治体やＮＰ
Ｏ、ボランティア団体等と連
携し、地域の核となる国際交
流拠点を整備して、留学生と
日本人の学生・児童生徒及び
地域住民等との交流を深め
ながら、地域一丸となって、
留学生支援を行う仕組みを
構築するための調査研究を
委託。 全国各地域をモデル
事業として指定し実践させ
るとともに、国が中心となっ
て優良事例を収集、広く情報
提供することにより、地域ぐ
るみの留学生支援施策の底
上げを図る。 
○ 事業主体が実施する内
容 
・自治体やＮＰＯ法人等と連
携し、補助事業終了後も自律
的に継続して留学生支援に
取り組むことができる仕組
みの構築 

・留学生と地域との交流活

動、留学生に対する生活・就

職支援等 

達成
目標 1 

0428 
高等教育
局学生・
留学生課 

留学コーディネ

ーター配置事業

【新規】 

 － － 90 

○重点地域ごとに日本留学
の司令塔となる留学コーデ
ィネーターを配置する。 
○在外公館や我が国の政府
機関の海外事務所、各大学が
設置する海外拠点との連
携・協力を行う。 

○現地の大学及び高等学校

等とのネットワークを構築

する  

達成
目標 1 

0043 
高等教育
局学生・
留学生課 

日本人学生の海

外派遣と留学生

短期受入れを一

体とした交流事

業 

（平成 25 年度） 

4,372 
(4,372) 

5,322 
(5,322) 

5,225 
(5,225) － 

（1）留学生派遣（長期）：日
本国籍を有する者又は日本
への永住が許可されている
者で、「修士」または「博士」
の学位取得を目指し留学（1
年以上）する者 
（2）留学生派遣（短期）：日
本の高等教育機関に在籍し
ながら、大学間交流協定等に
基づき諸外国（地域）の大学
等に短期留学（3ヶ月未満、3
ヶ月以上 1年未満）する者（大
学院生、学部生、短期大学生、
高等専門学校（第 4 年次以
上）、専修学校（専門課程）） 

（3）留学生受入れ（短期）：

諸外国（地域）の大学等に在

籍しながら、大学間交流協定

等に基づき我が国へ短期留

学（3ヶ月未満、3ヶ月以上 1

年未満）する者（大学院生、

学部生、短期大学生、高等専

門学校（第 4年次以上）、専

修学校（専門課程））に対し、

（独）日本学生支援機構を通

じ、（1）奨学金及び授業料、

（2）、(3)奨学金を支援する。

達成
目標 1 

0425 
高等教育
局学生・
留学生課 
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【補助率：定額補助】 

日本人の海外留
学促進事業【新
規】 

 － － 80 

事業の目的を達成するた
め、以下の取組を実施する。 
○大学、企業等と連携した留
学情報の収集及び提供の実
施 
○日本人学生、若手社会人及
び外国人留学生が交流する
機会の提供 
○マスメディア、関係行政機
関等を利用した海外留学に
関する広報活動 等 

事業の実施に当たっては公

募等により、独立行政法人等

に委託。 

達成
目標 1 

0044 
高等教育
局学生・
留学生課 

大学等の海外留
学支援制度の創
設【新規】 

 － － 8,514 

海外に派遣される日本人
学生及び我が国に受け入れ
る短期留学生に対して、（独）
日本学生支援機構を通じて
奨学金を支給する。支援対象
は以下①～③のとおり。 
①長期派遣（１年以上）：日
本国籍を有する者又は日本
への永住が許可されている
者で、「修士」または「博士」
の学位取得を目指し、１年以
上の期間留学する者（対象：
支援開始年度の 4月 1日現在
において、修士：35 歳未満、
博士 40 歳未満） 
②短期派遣（１年以内）：日
本の高等教育機関に在籍し
ながら、大学間交流協定等に
基づき諸外国（地域）の高等
教育機関等に１年以内の期
間留学する者（対象：大学院
生、学部生、短期大学生、高
等専門学校（第 3年次以上）、
専修学校（専門課程）） 
③短期受入（１年以内）：諸
外国（地域）の高等教育機関
に在籍しながら、大学間交流
協定等に基づき我が国の高
等教育機関に１年以内の期
間留学する者（対象：大学院
生、学部生、短期大学生、高
等専門学校（第 3年次以上）、
専修学校（専門課程）） 
【補助率：定額補助】 

達成
目標 1 

0045 
高等教育
局学生・
留学生課 

外国人高校生

（日本語専攻）

の短期招致 
（平成８年度） 

25 
(25) 

31.2 
(31.2) 

67.9
（48.2） － 

日本語を学ぶ外国人高校
生を６週間程度、民間の留学
交流団体を通じて短期招致
して、受入先の高校生との国
際交流等を実施。 
また、海外留学への機運を

高めさせる取組として、留学
経験者や海外勤務経験者等
を高等学校等へ派遣して体
験講話する取組や留学フェ
アを開催する都道府県を支
援する 

達成
目標 2 

0413 
初等中等
教育局国
際教育課 

 

高校生の留学促

進 

（平成 15 年度） 

27 
(27) 

157 
(117) 

122 
(112) － 

地方公共団体や高校生の

留学・交流を扱う民間団体等

が主催する海外派遣プログ

ラムへの参加若しくは個人

留学する者を対象に、都道府

達成
目標 2 

0420 
初等中等
教育局国
際教育課 



 

施策目標１３－１－８ 
 

県を通じて留学経費を支援

する。対象となる留学は、原

則１年間とする。 

 

社会総がかりで

行う高校生留学

促進事業【新規】 

 

 

－ － － 291 

地方公共団体や高校生の

留学・交流を扱う民間団体等

が主催する海外派遣プログ

ラムへの参加若しくは個人

留学する者（個人留学は長期

のみ）を対象に、都道府県を

通じて留学経費を支援する。

対象となる留学は、長期が原

則１年間、短期が原則２週間

以上１年未満とし、短期留学

は原則、学校単位での応募と

する。併せて、海外留学への

機運を高めさせる取組とし

て、留学経験者や海外勤務経

験者等を高等学校等へ派遣

して体験講話する取組や留

学フェア等を開催する都道

府県を支援する。また、海外

で日本語を専攻している外

国人高校生を６週間程度、民

間の留学交流団体を通じて

短期招致して、受入先の高校

生との国際交流等を実施す

る。 

達成

目標 2 
0042 

初等中等

教育局国

際教育課 

オーストラリア

科学奨学生の派

遣 

（昭和 43 年度） 

1.5 
(1.5) － 1.3 

(1.3) － 

ノーベル賞クラスの一線

級の科学者から最新の科学

知識に関する講義を受け、他

国からの参加高校生との交

流を深めることを目的とし

た、シドニー大学内物理学財

団が主催する「高校生のため

の国際科学学校」事業の派遣

高校生（オーストラリア科学

奨学生）を文部科学省が決定

し、当該派遣に要する旅費を

支給する。（隔年実施） 

達成
目標 2 

0422 
初等中等
教育局国
際教育課 

国際バカロレア
事業への拠出 

（昭和５４年

度） 

3 
(3) 

5 
(5) 

62 
(62) 87 

国内におけるＩＢ認定校

等の増加に向け、ＤＰの科目

の一部を英語のみならず日

本語でも実施可能とする「日

本語ＤＰ」の開発・導入や国

内でのシンポジウムの開催

などを実施することとして

いる。 

達成
目標 2 

0418 大臣官房
国際課 

外国人の子供の
教育環境改善事
業 
（平成 23 年度） 

21 
(3) 

8 
(3) 

5 
(3) 4 

外国人学校や外国人等の
子供を取り巻く課題の解決
に向けてはその実態の把握
が重要である。また、平成１
８年４月に日伯政府間で締
結された覚書等を踏まえ、ブ
ラジル人等の子供の教育の
現状と課題等について母国
政府との情報交換及び教育
分野での協力の促進を図る
必要がある。 
そこで、外国人学校の状況及

達成
目標 2 

0417 大臣官房
国際課 



 

施策目標１３－１－９ 
 

び課題等について調査・検討
を行うとともに、必要に応
じ、ブラジル人等の子供の母
国政府等との協議会を開催
する。 

国際視覚障害者

援護協会 

（平成 12 年度） 

5.1 
(5.1) 

5.1 
(5.1) 

4.6 
(4.6) 4.2 

視覚障害を持つ外国人学

生に対し、特別支援学校入学

前の６か月間、日本語や日本

語点字、生活習慣、歩行訓練

など日本での生活に必要な

基本的知識・技術を身に付け

させる予備教育を行う民間

団体の事業について、同団体

からの申請に基づき、渡航介

助外国旅費、予備教育講師謝

金・旅費、予備教育教材費等

を補助。 

施策
目標
13－1 

0423 
初等中等
教育局国
際教育課 

学者・教職員等
の交流 

（日中・日韓の

教職員交流を含

む） 

（平成 23 年度） 

309 
(260) 

253 
(232) 

193 
(181) 164 

二国間における国民間の

相互理解を増進し、友好親善

関係を構築するため、教育等

分野における学者・専門家交

流事業、及び、中国・韓国と

の初等中等教育教職員交流

事業等を実施。 

施策
目標
13－1 

0414 大臣官房
国際課 

日米教育交流の

推進 

389 
(389) 

348 
(348) 

341 
(341) 339 

日米教育交流計画（日本に
おけるフルブライト交流計
画）分担金：日米両国の優秀
な学生・研究者等を相互に相
手国の大学等に受け入れる
ことにより、各界の次世代リ
ーダーを育成すると共に、両
国民の相互理解促進を図る。 
日米教育交流プログラム

拠出金：持続可能な開発のた
めの教育（ＥＳＤ）に関する
日米教員交流プログラム及
び次世代の日米関係を担う
人材育成プログラムを実施
する。 

事業は「教育交流計画に関

する日本国政府とアメリカ

合衆国政府の間の協定」に基

づき設置された国際機関で

ある日米教育委員会が実施

する。 

施策
目標
13－1 

0416 大臣官房
国際課 

国際業務研修の

実施 

（平成 9年度） 

103 
(96) 

101 
(96) 

95 
(93) 91 

国際化に対応できる人材

を育成するとともに、組織の

国際競争力の強化を図るこ

とを目的に、文部科学省職員

等を対象とした国際業務研

修を実施。 

施策
目標
13－1 

0415 大臣官房
国際課 

国際教育交流事
業の振興 
（平成 19 年度） 

16 
(11) 

17 
(14) 

13 
(13) 13 

国際教育交流アソシエイ
ト：高度な外国語及び日本語
能力を有しかつ文部科学行
政及び国際教育交流に関す
る知識・関心を有する人材を
「国際教育交流アソシエイ
ト」として配置し、国際会議 
関係資料や文部科学省を

訪問する外国要人等に対す
る説明資料等を翻訳させ、我
が国の教育・文化・スポー

施策
目標
13－1 

0413 大臣官房
国際課 



 

施策目標１３－１－１０ 
 

 

（参考）関連する独立行政法人の事業 

独立行政法人の事業名 
25 年度 

予算額計 

（百万円） 

2６年度 

当初予算額

（百万円） 
事業概要 

関連する 

指標 

行政事業 

レビュー 

シート 

番号 
担当課 

独立行政法人日本学生支援
機構運営費交付金に必要な
経費 

13,920 14,029 

① 経済的理由により修学に困難がある
優れた学生等に対する学資の貸与 
② 留学生等に対する学資の支給、各種留
学生交流プログラムの実施、留学生宿舎
の支援等 
③ 学生生活支援に関する有益な活動事
例の情報収集・分析、情報の提供等 

達成
目標 1 

0162
再掲 

高等教育
局学生・
留学生課 

 

施策目標に関する評価結果 
○目標達成度合いの測定結果 
目標超過達成／達成／相当程度進展有り／進展が大きくない／目標に向かっていない 
 

 （判断根拠） 
平成２５年度において達成・未達成が判断可能な項目が全て達成となったことから、目標達成度合

いについては達成したと判断できる。 
 

○施策の分析 
【達成目標１】 
 （必要性の観点） 
 少子化が進み、社会や経済のグローバル化が進展する我が国において、個々の能力を高めグローバ

ル化した社会で活躍する人材を育成することや優秀な外国人留学生を確保し我が国の成長に生かす

ことが喫緊の課題であり、当該施策により留学生交流を推進していく必要がある。 
 
 （有効性の観点） 
 留学の主たる阻害要因として挙げられる経済的負担の問題に対し、当該施策による奨学金支援は有

効な施策と考える。しかし、我が国の厳しい財政状況から留学生交流に関する予算が平成 24 年度よ

り７億円減少しており、今後、目標達成に向けて更なる予算の拡充が必要である。 
 
 （効率性の観点） 
 奨学金支援については、優秀な留学生に絞って支援しており、留学生のステータス、インセンティ

ブとなることから、効率的なものと考える。ただし、今後目標を達成するためには、国費による支援

には限界があり、私費による留学生を増加する必要がある。このため、産業界との連携等多様な関係

者の協働による日本への留学の魅力向上や日本人の海外留学への機運醸成を図る取組が必要と考え

る。 
 

ツ・科学技術・学術分野にお
ける取組を世界に向けて情
報発信する。 



 

施策目標１３－１－１１ 
 

【達成目標２】 
 （必要性の観点） 

   ○留学を希望しない理由として「経済的に厳しい」とする理由が上位（第２位）を占めており、国

費をはじめとする留学のための経済的支援が必要である。 
○国際バカロレア（ＩＢ）は国際的な教育プログラムであり、豊かなコミュニケーション能力、異

文化への理解、課題発見・解決能力等グローバル化に対応したスキルを身に付けさせることを重視し

ており、我が国のグローバル人材育成に有益なツールとして推進する必要がある。 
 
 （有効性の観点） 

  ○留学に必要な経費の一部を定額補助することで、「経済的に厳しい」とする理由の直接的解消に

つながり、有効である。 
○ＩＢ認定校の増加に向け、文部科学省では、「日本語 DP」の開発・導入等を進めているが、こう

した動きを受けて、平成２５年度に、ＩＢ導入の予定やその検討に向けた方針を公表するなどした教

育委員会や学校も出てきており、当該施策の効果が現れてきている。 
 また、国内の学校へのＩＢ導入に当たっての大きな課題として、国内進学先の確保が挙げられてお

り、国内大学入試におけるＩＢの活用促進も進めているが、平成２５年度において、東京大学、慶應

義塾大学、筑波大学などの大学が、新たにＩＢを活用した大学入試の導入・拡大を発表しており、Ｉ

Ｂ普及に必要不可欠な環境整備が進んでいる 
 
 （効率性の観点） 

  ○留学経費の一部支援と併せて、留学機運醸成のための取組（留学経験者等のグローバル語り部と

しての学校派遣や留学情報の提供を目的とした留学フェアの開催）を実施しており、実際に留学する

ことが決定している者以外の者に対しても留学への興味・関心を持たせる事業内容としている。 
○平成２５年度におけるディプロマ・プログラム（ＤＰ）の一部科目を日本語でも実施可能とする

「日本語 DP」の開発・導入により、優秀な日本人教員の活用も可能となり、教員確保に要するコス

トを低く抑えることが可能となる。加えて、制度面・ソフト面においても、外国人教員を確保するた

めの特別免許状の授与促進に係る検討や、各学校がカリキュラム編成する際の負担を軽減するための

ＩＢカリキュラムと学習指導要領の対応関係の整理、大学入試におけるＩＢの活用促進、フェイスブ

ックを活用した国内広報などを進めている。このように将来的な国際バカロレア認定校の増加に向

け、各種施策を組み合わせ、効率的な推進を図っている。 
 

【施策の総括的な分析】 
（必要性の観点） 
グローバル化が加速する中で、日本人としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解を

前提として、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、課題発見・解決能力、異文

化理解の精神等を身に付けて様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成が重要であり、平成25
年度においては、６月に閣議決定された「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」を踏まえて、日本人

の海外留学への機運醸成を図るとともに、日本への留学の魅力向上に取り組み、双方向の留学生交流



 

施策目標１３－１－１２ 
 

を支援するための環境整備等の着実な実施に努めた。 
 

 （有効性の観点） 
大学等における海外留学・国際交流の促進については、外国人留学生数が全体として増加傾向にあ

る一方で、日本人学生等の海外留学者数は減少傾向にある（施策・指標に関するグラフ・図等参照）

ため、海外留学への機運醸成に加え、留学の主たる阻害要因の一つに挙げられる経済的負担の問題に

対し、奨学金支援の更なる拡充が有効と考えられる。高校生の留学促進については、平成 24 年度以

降、国費による留学支援の充実を図っており、外国人高校生の受入れ・日本人高校生の送り出しの双

方において、実施事業を通じて高校生の海外留学や国際交流の推進を図ることができた。また、国際

理解教育等の促進に資する国際バカロレア（ＩＢ）の普及拡大については、平成 25 年度における「日

本語 DP」の開発・導入やＩＢに関する継続的な情報提供及び周知等により、その普及拡大に必要不

可欠な環境整備が着実に進んでいる。 
 

 （効率性の観点） 
大学生・高校生等の双方向の国際交流・留学生交流を推進するに当たり、留学経費の支援などの直

接的な財政支援だけでなく、産業界との連携等多様な関係者の協働による日本への留学の魅力向上や

日本人の海外留学への機運醸成を図る取組を推進した。また、高校段階からの国際理解教育の一層の

充実などの中長期的視点に立った取組の推進を図るなど、限られた予算の範囲内で効率的な運用に努

めた。 
 
 （今後の課題） 

日本人学生等の海外留学者数が減少傾向にある実態に鑑み、日本人の海外留学への機運醸成を図る

取組を継続するとともに、大学、企業等と連携し、日本人学生の海外留学をきめ細かく支援する留学

環境整備に関する取組を推進する必要がある。また、施策の充実を図る上で、個々の事業において、

その効果を測る仕組みを検討することが重要である。 
 

○次期目標・今後の施策等への反映の方向性 
 

優秀な外国人留学生獲得のための海外の重点地域を選定し、大学等の海外拠点の強化や支援の充実

による戦略的な外国人留学生の確保を推進するとともに、留学経験者の把握等ネットワークを強化す

るなど、優秀な外国人留学生の受入れを促進する。また、日本人の海外留学を促進するため、留学促

進キャンペーン「トビタテ！留学 JAPAN」により、若者の海外留学への機運を醸成するとともに、

海外留学の経済的負担を軽減するため、官民が協力した海外留学支援の新たな仕組みを創設する。 
 
大学生等の留学の主な阻害要因としては、「経済的負担の問題」、「就職の問題」、「大学等の体制の

問題」、「語学力の不安」が挙げられるが、これらの阻害要因を解消するため、平成 26 年度予算にお

いては大学等の海外留学支援に関する予算額等の大幅拡充を図ったところである。また、就職の問題

についても、主要な経済団体や業界団体の長に対し、海外留学からの帰国者の就職環境の改善を図る

こと等を目的とした就職・採用活動開始時期の後ろ倒しを要請したところであり、さらに、前述した

官民が協力した新たな海外留学支援を行うことにより、実社会で求められる国際的な能力を備えた人材

を育成していく。このように、経済的負担、就職の問題等の課題を一体的に解消し、「第２期教育振興
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基本計画（平成 25 年６月 14 日閣議決定）」等に定められた数値目標（2020 年を目途に日本人の海外

留学者数の倍増（大学等：６万人から 12 万人））の着実な目標の達成を図るため、必要な予算額の確

保に努める。 
  高校生については、留学を希望しない理由の第１位が「言葉の壁」、第 2 位が「経済的に厳しい」

となっていることから、障壁となっているこれら理由を解消するため、平成 26 年度予算においては

新たに短期派遣（原則２週間以上）を支援対象とするとともに、予算額の大幅拡充を図ったところ。

引き続き「第２期教育振興基本計画（平成 25 年６月 14 日閣議決定）」で定められた数値目標（2020
年を目途に日本の海外留学生数を倍増（高校：３万人から６万人））の着実な目標の達成を図るため、

必要な予算額の確保に努める。 
 
 引き続き、諸外国との二国間交流を活発化し、組織の国際競争力の強化を図るとともに、国民間の

相互理解を促進し、我が国の教育等分野の振興を図る。また、「日本語ＤＰ」の拡充・導入や、国内

大学入試におけるＩＢの活用促進、必要な教員の養成・確保に向けた取組、ＩＢカリキュラムと学習

指導要領との対応関係の整理、ＩＢに係る積極的な広報等の取組を進める。 
 
【具体的な概算要求の内容】（主なもの） 
＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞ 

・留学コーディネーター配置事業の拡充 
平成２７年度概算要求額：180 百万円（平成 26 年度予算：90 百万円）（３拠点→６拠点） 

・大学等の海外留学支援制度の拡充 
平成２７年度概算要求額：11,800 百万円（平成 26 年度予算：8,500 百万円） 

・社会総がかりで行う高校生留学促進事業 
 平成２７年度概算要求額：291 百万円（平成 26 年度予算：291 百万円） 
 

施策の予算額・執行額 
（※政策評価調書に記載する予算額） 

区分  24 年度 25 年度 26 年度 27 年度要求額 

予算の状況 
（千円） 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

25,811,091 
ほか復興庁一括

計上分 0 

25,646,115 
ほか復興庁一括

計上分 0 

29,202,392 
ほか復興庁一括

計上分 0 

38,466,617 
ほか復興庁一括

計上分 0 
<15,118,635> 

ほか復興庁一括

計上分<0> 

<13,921,746> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<14,029,475> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<9,820,211> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

補正予算 

△1,014,211 
ほか復興庁一括

計上分 0 

△924,477 
ほか復興庁一括

計上分 0 
0  

<△316,267> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
<0>  

繰越し等 

0 
ほか復興庁一括

計上分 0 

0 
ほか復興庁一括

計上分 0 
  

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
  

合計 

24,796,880 
ほか復興庁一括

計上分 0 

24,721,638 
ほか復興庁一括

計上分 0 
  

<14,802,368> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<13,921,746> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
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執行額（千円） 

23,798,174 
ほか復興庁一括

計上分 0 

23,329,770 
ほか復興庁一括

計上分 0   <14,802,368> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<13,921,746> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

 
施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名称 年月日 関係部分抜粋 

「日本再興戦略 

-JAPAN is BACK-」 

平成 25 年 6 月

14 日 

・世界に勝てる真のグローバル人材を育てるため、「教育再生実行会議」の

提言を踏まえつつ、国際的な英語試験の活用、意欲と能力のある若者全員

への留学機会の付与及びグローバル化に対応した教育をけん引する学校群

の形成を図ることにより、2020 年までに日本人留学生を６万人(2010 年)

から 12 万人へ倍増させる。優秀な外国人留学生についても、2012 年の 14 

万人から 2020 年までに 30 万人に倍増させること（「留学生 30 万人計画」

の実現）を目指す。 

・一部日本語による国際バカロレアの教育プログラムの開発・導入等を通

じ、国際バカロレア認定校等の大幅な増加を目指す（2018年までに 200校）。 

教育振興基本計画 
平成 25 年 6 月

14 日 

第２部Ⅰ２．基本施策１６ 

【主な取組】１６－１ 英語をはじめとする外国語教育の強化 

国際バカロレアの普及のためのフォーラムや教員養成のためのワークショ

ップを開催するとともに，ディプロマプログラム（ＤＰ）（※）の一部科目

を日本語で行う日本語デュアルランゲージディプロマプログラム（日本語

ＤＰ）の開発を行う。 

※ 国際的な大学入学資格を得ることができる，１６～１９歳を対象とした

プログラム。 

 

【主な取組】１６－２ 高校生・大学性等の留学生交流・国際交流の推進 

・日本人の海外留学者数の大幅な増加（２０２０年を目途に日本の海外留

学生数を倍増（大学等：６万人から１２万人，高校：３万人から６万人））

を目指し，高校，大学等における留学機会を，将来グローバルに活躍する

意欲と能力ある若者全員に与えるため，留学生の経済的負担を軽減するた

めの寄附促進，給付を含む官民が協力した新たな仕組みを創設する。また，

地域や高校，大学等における留学情報の収集・提供等の強化を実施すると

ともに，関係府省と連携し，就職・採用活動開始時期を変更し，留学しや

すい環境を整備する。さらに，様々な交流機会の提供（外国人留学生と日

本人学生・若手社会人との知的交流の促進等）や，子供たちに国際的な視

野を持たせ，留学への機運を醸成する取組の充実等を図る。 

・「留学生３０万人計画」の実現を目指し，大学等の国際化に向けた体制整

備，奨学金等の経済的支援，海外拠点を活用した留学フェア等の実施，外
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国人留学生に対する生活・就職支援等の充実による戦略的な外国人留学生

の確保を推進するとともに，留学経験者の把握等ネットワークを強化する

など，優秀な外国人留学生の受入れを促進する。 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 
【達成目標２】 
「平成 23 年度高等学校等における国際交流等の状況について」（文部科学省） 

 
有識者会議での 

指摘事項 達成目標１について、就職活動の観点からも評価を検討していただきたい。 

 

主管課（課長名） 大臣官房 国際課 （今里 譲） 

関係課（課長名） 
初等中等教育局 国際教育課 （榎本 剛） 

高等教育局 学生・留学生課 （渡辺 正実） 
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